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医療スタッフの協働・連携によるチーム医療の推進について 

 

近年、質が高く、安心で安全な医療を求める患者・家族の声が高まる一方で、医療の高度化

や複雑化に伴う業務の増大により医療現場の疲弊が指摘されるなど、医療の在り方が根本的

に問われているところである。こうした現在の医療の在り方を大きく変え得る取組として、多種多

様な医療スタッフが、各々の高い専門性を前提とし、目的と情報を共有し、業務を分担するととも

に互いに連携・補完し合い、患者の状況に的確に対応した医療を提供する「チーム医療」に注目

が集まっており、現に、様々な医療現場で「チーム医療」の実践が広まりつつある。 

このため、厚生労働省では、「チーム医療」を推進する観点から、「医師及び医療関係職と事

務職員等との間等での役割分担の推進について」(平成 19 年 12 月 28 日付け医政発第

1228001 号厚生労働省医政局長通知。以下「局長通知」という。)を発出し、各医療機関の実

情に応じた適切な役割分担を推進するよう周知するとともに、平成 21年 8月から「チーム医療の

推進に関する検討会」(座長：永井良三東京大学大学院医学研究科教授)を開催し、日本の実

情に即した医療スタッフの協働・連携の在り方等について検討を重ね、平成 22 年 3 月 19 日に

報告書「チーム医療の推進について」を取りまとめた。 

今般、当該報告書の内容を踏まえ、関係法令に照らし、医師以外の医療スタッフが実施する

ことができる業務の内容について下記のとおり整理したので、貴職におかれては、その内容につ

いて御了知の上、各医療機関において効率的な業務運営がなされるよう、貴管内の保健所設

置市、特別区、医療機関、関係団体等に周知方願いたい。 

なお、厚生労働省としては、医療技術の進展や教育環境の変化等に伴い、医療スタッフの能

力や専門性の程度、患者・家族・医療関係者のニーズ等も変化することを念頭に置き、今後も、

医療現場の動向の把握に努めるとともに、各医療スタッフが実施することができる業務の内容等

について、適時検討を行う予定であることを申し添える。 

 

記 

 

1．基本的な考え方 

各医療スタッフの専門性を十分に活用して、患者・家族とともに質の高い医療を実現するた

めには、各医療スタッフがチームとして目的と情報を共有した上で、医師等による包括的指示
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を活用し、各医療スタッフの専門性に積極的に委ねるとともに、医療スタッフ間の連携・補完を

一層進めることが重要である。 

実際に各医療機関においてチーム医療の検討を進めるに当たっては、局長通知において

示したとおり、まずは当該医療機関における実情(医療スタッフの役割分担の現状や業務量、

知識・技能等)を十分に把握し、各業務における管理者及び担当者間においての責任の所

在を明確化した上で、安心・安全な医療を提供するために必要な具体的な連携・協力方法を

決定し、医療スタッフの協働・連携によるチーム医療を進めることとし、質の高い医療の実現

はもとより、快適な職場環境の形成や効率的な業務運営の実施に努められたい。 

なお、医療機関のみならず、各医療スタッフの養成機関、職能団体、各種学会等において

も、チーム医療の実現の前提となる各医療スタッフの知識・技術の向上、複数の職種の連携

に関する教育・啓発の推進等の取組が積極的に進められることが望まれる。 

2 各医療スタッフが実施することができる業務の具体例 

(1) 薬剤師 

近年、医療技術の進展とともに薬物療法が高度化しているため、医療の質の向上及び医療

安全の確保の観点から、チーム医療において薬剤の専門家である薬剤師が主体的に薬物療

法に参加することが非常に有益である。 

また、後発医薬品の種類が増加するなど、薬剤に関する幅広い知識が必要とされているに

もかかわらず、病棟や在宅医療の場面において薬剤師が十分に活用されておらず、注射剤の

調製(ミキシング)や副作用のチェック等の薬剤の管理業務について、医師や看護師が行って

いる場面も少なくない。 

1) 薬剤師を積極的に活用することが可能な業務 

以下に掲げる業務については、現行制度の下において薬剤師が実施することができること

から、薬剤師を積極的に活用することが望まれる。 

①  薬剤の種類、投与量、投与方法、投与期間等の変更や検査のオーダについて、医師・

薬剤師等により事前に作成・合意されたプロトコールに基づき、専門的知見の活用を通じ

て、医師等と協働して実施すること。 

②  薬剤選択、投与量、投与方法、投与期間等について、医師に対し、積極的に処方を提

案すること。 

③  薬物療法を受けている患者(在宅の患者を含む。)に対し、薬学的管理(患者の副作用

の状況の把握、服薬指導等)を行うこと。 

④  薬物の血中濃度や副作用のモニタリング等に基づき、副作用の発現状況や有効性の確

認を行うとともに、医師に対し、必要に応じて薬剤の変更等を提案すること。 

⑤  薬物療法の経過等を確認した上で、医師に対し、前回の処方内容と同一の内容の処方

を提案すること。 

⑥  外来化学療法を受けている患者に対し、医師等と協働してインフォームドコンセントを実

施するとともに、薬学的管理を行うこと。 

⑦  入院患者の持参薬の内容を確認した上で、医師に対し、服薬計画を提案するなど、当該

患者に対する薬学的管理を行うこと。 



⑧  定期的に患者の副作用の発現状況の確認等を行うため、処方内容を分割して調剤する

こと。 

⑨  抗がん剤等の適切な無菌調製を行うこと。 

2) 薬剤に関する相談体制の整備 

薬剤師以外の医療スタッフが、それぞれの専門性を活かして薬剤に関する業務を行う場

合においても、医療安全の確保に万全を期す観点から、薬剤師の助言を必要とする場面が

想定されることから、薬剤の専門家として各医療スタッフからの相談に応じることができる体

制を整えることが望まれる。 

(2) リハビリテーション関係職種 

近年、患者の高齢化が進む中、患者の運動機能を維持し、QOL の向上等を推進する観点

から、病棟における急性期の患者に対するリハビリテーションや在宅医療における訪問リハビ

リテーションの必要性が高くなるなど、リハビリテーションの専門家として医療現場において果た

し得る役割は大きなものとなっている。 

1) 喀痰等の吸引 

①  理学療法士が体位排痰法を実施する際、作業療法士が食事訓練を実施する際、言語

聴覚士が嚥下訓練等を実施する際など、喀痰等の吸引が必要となる場合がある。この喀

痰等の吸引については、それぞれの訓練等を安全かつ適切に実施する上で当然に必要と

なる行為であることを踏まえ、理学療法士及び作業療法士法(昭和 40年法律第 137号)

第 2 条第 1 項の「理学療法」、同条第 2 項の「作業療法」及び言語聴覚士法(平成 9 年

法律第 132 号)第 2 条の「言語訓練その他の訓練」に含まれるものと解し、理学療法士、

作業療法士及び言語聴覚士(以下「理学療法士等」という。)が実施することができる行為

として取り扱う。 

②  理学療法士等による喀痰等の吸引の実施に当たっては、養成機関や医療機関等におい

て必要な教育・研修等を受けた理学療法士等が実施することとするとともに、医師の指示

の下、他職種との適切な連携を図るなど、理学療法士等が当該行為を安全に実施できる

よう留意しなければならない。今後は、理学療法士等の養成機関や職能団体等においても、

教育内容の見直しや研修の実施等の取組を進めることが望まれる。 

2) 作業療法の範囲 

理学療法士及び作業療法士法第 2 条第 1 項の「作業療法」については、同項の「手芸、

工作」という文言から、「医療現場において手工芸を行わせること」といった認識が広がって

いる。 

以下に掲げる業務については、理学療法士及び作業療法士法第 2 条第 1 項の「作業療

法」に含まれるものであることから、作業療法士を積極的に活用することが望まれる。 

・ 移動、食事、排泄、入浴等の日常生活活動に関する ADL 訓練 

・ 家事、外出等の IADL 訓練 

・ 作業耐久性の向上、作業手順の習得、就労環境への適応等の職業関連活動の訓練  

・ 福祉用具の使用等に関する訓練 

・ 退院後の住環境への適応訓練 



・ 発達障害や高次脳機能障害等に対するリハビリテーション 

(3) 管理栄養士 

近年、患者の高齢化や生活習慣病の有病者の増加に伴い、患者の栄養状態を改善・維持

し、免疫力低下の防止や治療効果及び QOL の向上等を推進する観点から、傷病者に対する

栄養管理・栄養指導や栄養状態の評価・判定等の専門家として医療現場において果たし得る

役割は大きなものとなっている。 

以下に掲げる業務については、現行制度の下において管理栄養士が実施することができる

ことから、管理栄養士を積極的に活用することが望まれる。 

①  一般食(常食)について、医師の包括的な指導を受けて、その食事内容や形態を決定し、

又は変更すること。 

②  特別治療食について、医師に対し、その食事内容や形態を提案すること(食事内容等の

変更を提案することを含む。)。 

③  患者に対する栄養指導について、医師の包括的な指導(クリティカルパスによる明示等)

を受けて、適切な実施時期を判断し、実施すること。 

④  経腸栄養療法を行う際に、医師に対し、使用する経腸栄養剤の種類の選択や変更等を

提案すること。 

(4) 臨床工学技士 

近年、医療技術の進展による医療機器の多様化・高度化に伴い、その操作や管理等の業

務に必要とされる知識・技術の専門性が高まる中、当該業務の専門家として医療現場におい

て果たし得る役割は大きなものとなっている。 

1) 喀痰等の吸引 

①  人工呼吸器を装着した患者については、気道の粘液分泌量が多くなるなど、適正な換

気状態を維持するために喀痰等の吸引が必要となる場合がある。この喀痰等の吸引につ

いては、人工呼吸器の操作を安全かつ適切に実施する上で当然に必要となる行為である

ことを踏まえ、臨床工学技士法(昭和 62 年法律第 60 号)第 2 条第 2 項の「生命維持管

理装置の操作」に含まれるものと解し、臨床工学技士が実施することができる行為として取

り扱う。 

②  臨床工学技士による喀痰等の吸引の実施に当たっては、養成機関や医療機関等にお

いて必要な教育・研修等を受けた臨床工学技士が実施することとするとともに、医師の指

示の下、他職種との適切な連携を図るなど、臨床工学技士が当該行為を安全に実施でき

るよう留意しなければならない。今後は、臨床工学技士の養成機関や職能団体等において

も、教育内容の見直しや研修の実施等の取組を進めることが望まれる。 

2) 動脈留置カテーテルからの採血 

①   人工呼吸器を操作して呼吸療法を行う場合、血液中のガス濃度のモニターを行うため、

動脈の留置カテーテルから採血を行う必要がある。この動脈留置カテーテルからの採血

(以下「カテーテル採血」という。)については、人工呼吸器の操作を安全かつ適切に実施

する上で当然に必要となる行為であることを踏まえ、臨床工学技士法第 2 条第 2 項の「生



命維持管理装置の操作」に含まれるものと解し、臨床工学技士が実施することができる行

為として取り扱う。 

②   臨床工学技士によるカテーテル採血の実施に当たっては、養成機関や医療機関等に

おいて必要な教育・研修等を受けた臨床工学技士が実施することとするとともに、医師の

指示の下、他職種との適切な連携を図るなど、臨床工学技士が当該行為を安全に実施で

きるよう留意しなければならない。今後は、臨床工学技士の養成機関や職能団体等におい

ても、教育内容の見直しや研修の実施等の取組を進めることが望まれる。 

(5) 診療放射線技師 

近年、医療技術の進展により、悪性腫瘍の放射線治療や画像検査等が一般的なものにな

るなど、放射線治療・検査・管理や画像検査等に関する業務が増大する中、当該業務の専門

家として医療現場において果たし得る役割は大きなものとなっている。 

以下に掲げる業務については、現行制度の下において診療放射線技師が実施することがで

きることから、診療放射線技師を積極的に活用することが望まれる。 

①  画像診断における読影の補助を行うこと。 

②  放射線検査等に関する説明・相談を行うこと。 

(6) その他 

(1)から(5)までの医療スタッフ以外の職種(歯科医師、看護職員、歯科衛生士、臨床検

査技師、介護職員等)についても、各種業務量の増加や在宅医療の推進等を背景として、各

業務の専門家として医療現場において果たし得る役割は大きなものとなっていることから、各

職種を積極的に活用することが望まれる。 

また、医療スタッフ間の連携・補完を推進する観点から、他施設と連携を図りながら患者の

退院支援等を実施する医療ソーシャルワーカー(MSW)や、医療スタッフ間におけるカルテ等の

診療情報の活用を推進する診療情報管理士等について、医療スタッフの一員として積極的に

活用することが望まれる。 

さらに、医師等の負担軽減を図る観点から、局長通知において示した事務職員の積極的な

活用に関する具体例を参考として、書類作成(診断書や主治医意見書等の作成)等の医療

関係事務を処理する事務職員(医療クラーク)、看護業務等を補助する看護補助者、検体や

書類・伝票等の運搬業務を行う事務職員(ポーターやメッセンジャー等)等、様々な事務職員

についても、医療スタッフの一員として効果的に活用することが望まれる。 

  


